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の日韓比較分析( 3 章)、制度導入による日韓高齢者福祉システムの変革 (4 章、 5 章)、日韓の制
度実施後の現状と課題( 6 章、 7 章)、韓国における制度実施前後の実態調査( 8 章、 9 章)を内












.高齢総の波紋や擁閤‘人口高齢化にe.の高鈴fじめ務状c介護 EIi李って発議する綴灘保磁の鶴燭!こ対保険導入め背景を傍らかに 11 する役会的な養護隊である援護絡の介践する。 I・録猿導入の背景を希繋ずる .
日績の介積雪量険続適度を比 I 総本と韓留の分煙保険 {老人長期復
絞分析し、援似織と纏違点 I 餐録険}骨輝君霊祭金面的に比緩い分析
を暗誇らかにする咽 E ずる .
著書本の介E童保険導入による El 介種保畿導入によるま書本の高砂務鋪=高齢者鑑祉システムのJ!l車 1 .t!.~:-~-:-~~~~:dI~"::.-:.~. r I 調遭鎗文や文献、資1 祉システムの.蕊の貌幸夫、韓題綴 1 の務状c課題を明らかにす 1 ‘ 1 穏を総集・総合し分析1 諜銅を分析し、響機ずるる.・

























































































なっている 。 財源構成は公費50% 十保険料50% + サービス利用額の l 割利用者負担となっている 。
韓国の介護保険 (老人長期療養保険) 制度の場合は保険者が国民健康保険公団であり、 「医療保険
制度活用型」 の仕組みである。 財源構成は保険料60-65% +国庫20% +利用者負担15-20% となっ
ており日本より保険料に依存している傾向が見られる 。 介護職の養成については、日本のケアマネ









者人口の5.7%であり、日本の現在の 16.7%、そして介護保険制度が始まった当初の約 l 割に比べ
ても、低い状況にある。韓国の政府は、利用者範囲を徐々に広げていく予定であると言っているが
明確ではない。 2011年に要介護 4 を新設する計画は公表した。
利用者の 1 人当たりの予算規模は、日本に比べて25分の 1 程度である。在宅の支給限度額は、要






















































韓国政府は，介護保険初年度 (2008) の要介護認定者数を約16万に予測したが、施行 2 ヶ月後の
2008年 8 月末で16万 4 千人を超え、 9 月に 18万 2 千人、 11月に20万人、 12月に21万 4 千人、そして
2009年 2 月現在、要介護認定者数は22万 8 千人(全高齢者の約4.4%)であり、 2008年 7 月制度施
行当初の推計予想を大幅に k回った。
介護認定者のうち、実際給付サービスを受けている者は、認定者の69.4%であり (2008年12月末
現在)、在宅サービスを受けている高齢者 (9 1. 431人)が施設入所者 (56 ，370人)より多かった。
























































四つ、ケアマネジャー制度の導入である O 今回 9 章の調査結果をみると、今後必要とする専門ス











































































以上、韓国の持続可能な高齢者療養制度再構築のための政策的提言を く図 3 > にまとめた。
〈図 3) 韓国の持続可能な高齢者療養制度の再構築(案)
{法制度続制)




























険再構築のための政策提言を行っているO 論文は10章で構成されており、第 4 章から 9 章までは、
学会誌等に掲載された 6 つの査読論文を基礎に構成されている。
第 l 章では、研究目的、研究方法、先行研究等、第 2 章、 3 章では、日本の介護保険導入背景を、
厚生労働省等のデータや文献を用いて、統計分析している。要介護認定やケアマネジメントは、日
韓は異なる内容・方法であり、相違点が示されている。第 4 章、 5 章では、介護保険制度導入によ
る、日韓の高齢者福祉システムの変革が比較され、現状分析と課題が明らかにされている。制度導
入により、介護サービスが市場化され、競争が持ち込まれており、日韓いずれも利用者獲得競争に




第 8 章と 9 章では、韓国のソウルとデジュンで、療護保護士による施設や在宅でのサービス面接
調査が行われており、それらの分析から、システムや制度の改善点が明らかにされている。
第10章では、予防プログラムや地域包括支援センターの導入等韓国でのシステム再構築案が示さ
れている。
以上の研究は、日韓の介護保険制度やシステムを、多くの視点から統計的に比較検討し、問題・
課題を解明して、韓国でのシステム再構築を提案しており、本論文は、博士(経営学)として合格
判定とする。
経 36
